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（参考）「エネルギー政策の見直しと同政策における環境配慮の抜本的強化について」　
　　（経済産業省、環境省の連名文書（平成１４年１１月１５日）のポイント）

１．基本認識

○　エネルギー起源CO2排出量は当初の予想をはるかに超える水準。地球温暖化対策推進大綱に示された第１ステップの取組の果たす役割が非常に重要。

○　環境省では、この第１ステップの取組の一環として、環境に関連する特別会計制度のグリーン化を呼びかけ。

○　経済産業省は、環境省の呼びかけも踏まえ、第１ステップの取組みを強化すべくエネルギー特別会計の歳出・歳入の思い切ったグリーン化を行うこととし、
　エネルギー起源CO2の排出削減に向けて環境省と共同で取り組む決意を表明。

○　その検討結果は以下に掲げるとおり。今後、関係方面の御理解を得るべく努力。

２．石油特別会計における対応

(1)歳出について

○　石特会計における「歳出のグリーン化」をより一層強力に推進。エネルギー使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に役立つエネルギー関連施策を、新たに環境
　省も参加した上で、強力に展開。

○　石特法上、経済産業大臣とともに新たに共管大臣として環境大臣を位置づけ、環境省が行う施策も本会計で予算措置。

○　環境省は、同省分の事業として、現在、二酸化炭素排出量の増加の著しい民生部門（家庭・オフィスビル）等で有効な対策技術の大幅導入を地域に密着し
　て行う事業等の施策を行うべく作業を進めている。環境省は、来年度について、数十億円規模の執行額を目指す。

(2)歳入について

○　受益を受けるエネルギー消費者が公平に負担する形となるよう、負担構造の組み替え。具体的には、石炭にも新たに課税するとともに、エネルギー政策の
　観点から総合的に勘案しつつ税率調整。

○　このことにより、「歳入のグリーン化」を図る。

○　CO2排出抑制を主たる目的とした「環境税」とは、全く性格や内容を異にするもの。「環境税」は、ステップ・バイ・ステップのアプローチに沿って、他の
　手法との比較を行いながら、引き続き総合的に検討されるべき。

○　石油税の税率見直しについて関係方面の理解を得るに際しては、将来における税率変更を含めて、両省が協議の上でこれを行うこととする。

３．エネルギー政策・環境政策の連携等

○　エネルギー施策と環境施策が両省の幅広い連携の下でますます効果的に展開されていくことに資するべく、両省は、担当局長クラスから構成される「エネ
　ルギー政策・環境政策連携会議」を設置。

○　今回の石特の見直し、石炭等に対する課税の段階的な施行の仕組みを含め、ステップ・バイ・ステップのアプローチに基づく第２ステップ以降の地球温暖
　化対策推進大綱の見直しや、施行後の地球温暖化対策推進法に基づき行われる検討に当たっては、あらゆる対策・施策の進捗状況・排出状況等を総合的に評
　価。
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